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住民票等に旧姓（旧氏及び旧氏の振り仮名）併記を希望される方へ 

 

法令改正に伴い、令和元年 11 月５日より住民票の写し、マイナンバーカード、署名用電

子証明書、印鑑証明書等に旧姓（旧氏）が併記できるようになりました。 

また、令和７年１月 29 日、「住民基本台帳法施行令の一部を改正する政令」が公布された

ことにより、令和７年５月 26 日以降、旧氏とあわせてその振り仮名も請求できるようにな

りました。これにより、住民票には旧氏及び旧氏の振り仮名の両方が記載されることになり

ます。 

希望される方は、下記の注意事項をよくお読みになってご理解のうえ、お住まいの区役

所・支所にて手続きを行ってください。 

 

 注意事項 

・旧氏及び旧氏の振り仮名（以下、「旧氏等」という）記載の手続きをすると、マイナンバー

カード、住民票の写し、印鑑証明書等に旧氏等が必ず併記されます。 

 ※マイナンバーカードへの旧氏の振り仮名記載は令和８年６月頃以降予定 

 ※印鑑証明書には旧氏のみ記載 

・複数の旧氏等をお持ちであっても、併記できる旧氏等は一つです。 

・旧氏等削除の手続を行わない限り、住所や氏名が変わっても旧氏等は削除されません。 

・旧氏等を併記した後にその旧氏等を削除すると、その後「削除後に生じた旧氏等」に限り

記載できます。 

・旧氏等を併記した後に氏が変更した場合、「直前に称していた旧氏等」に限り変更できます。 

・戸籍届により氏が変更になる方が氏または氏名で印鑑登録されている場合は、いったん登

録が廃止されますので、再度、印鑑登録が必要です。（旧氏併記後の登録となります。） 

※印鑑登録は、氏名、氏のみ、旧氏のみ、名のみ、旧氏＋名の印鑑で登録可 

・印鑑登録、マイナンバーカード券面更新、署名用電子証明書の再発行などご本人しかでき

ない手続きがありますので、原則としてご本人が来庁ください。代理人での手続きでは１度

の来庁だけでは終わらない場合があります。 

 

 

 窓口にお持ちいただく書類 

 （裏面のとおり） 
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（１）令和７年５月 26日以降旧氏等の記載を請求する方 

書類の種類 内容・条件 

①戸籍謄本等 記載を求める旧氏から現在の氏までがつながるすべて

の戸籍謄本・除籍謄本等 

※記載を求める旧氏に振り仮名が記載されたもの 

※現在戸籍は 3か月以内に発行されたもの 

②旧氏の振り仮名を証明する書類 パスポート、通帳など、過去にその振り仮名を使用して

いたことがわかる書類 

※上記①の戸籍謄本等に旧氏の振り仮名が記載されて

いない場合、②の書類も併せて必要 

③本人確認書類 官公署発行の顔写真付き（マイナンバーカード・運転免

許証・パスポート等）→１点 

上記以外（健康保険証・年金手帳等）→２点 

④マイナンバーカード お持ちの方のみ 

※住民基本台帳カードには旧氏等の記載不可 

⑤印鑑登録証 お持ちの方のみ 

⑥登録する印鑑 登録を希望する方のみ 

氏名、氏のみ、旧氏のみ、名のみ、旧氏＋名のいずれか

で作られた印鑑 

⑦委任状 代理人が請求する場合に必要 

※「旧氏及び旧氏の振り仮名記載等専用委任状」を使用す

ること（専用委任状以外の様式の委任状では受付不可） 

 

（２）令和７年５月 26日時点で旧氏記載をしており、旧氏の振り仮名のみ記載請求する方 

書類の種類 内容・条件 

①旧氏の振り仮名を証明する書類 パスポート、通帳など、過去にその振り仮名を使用して

いたことがわかる書類 

※区役所から送付される「旧氏の振り仮名確認通知」に

記載の振り仮名と異なる場合のみ必要 

②本人確認書類 官公署発行の顔写真付き（マイナンバーカード・運転免

許証・パスポート等）→１点 

上記以外（健康保険証・年金手帳等）→２点 

③委任状 代理人が請求する場合に必要 

※「旧氏及び旧氏の振り仮名記載等専用委任状」を使用す

ること（専用委任状以外の様式の委任状では受付不可） 

※通知された旧氏の振り仮名が正しい場合は請求不要 


